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〔留意事項〕 

・ 本財務書類は、「省庁別財務書類の作成基準」に基づいて作成しております。 

・ 一般会計省庁別財務書類は、各省庁における財務情報の提供等を目的として一

般会計を各省庁単位で区分し、各省庁に資産や負債が帰属すると擬制するなどの

一定の仮定に基づいて作成するものであり、各省庁が会計的に独立しているもの

ではない点にご留意下さい。 

・ 一般会計省庁別財務書類を充分理解して頂くため、「省庁別財務書類の作成基

準」及び各省庁の所掌する業務内容等も併せてご覧下さい。 



貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度
令和 2年    
     3月31日

令和 3年    
     3月31日

令和 2年    
     3月31日

令和 3年    
     3月31日

( ( ( (
) ) ) )

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

未収金 未払金4,584 4,644 39,117 32,122

前払費用 賞与引当金1 0 3,214 3,171

その他の債権等 退職給付引当金2,644,949 4,178,402 55,123 54,561

貸倒引当金 恩給引当金△ 19 △ 22 645,311 516,031

有形固定資産 その他の債務等230,589 243,138 984,590 731,293

国有財産（公共用
財産を除く）

163,782 169,812

土地 130,834 137,038

立木竹 108 106

建物 26,991 25,631

工作物 5,656 4,812

航空機 192 2,223

物品 負 債 合 計66,806 73,325 1,727,357 1,337,180

無形固定資産 ＜資産・負債差額の部＞16,679 19,644

出資金 資産・負債差額1,388,072 1,646,728 2,557,499 4,755,356

負 債 及 び 資 産 ・
負 債 差 額 合 計資 産 合 計 4,284,856 6,092,537 4,284,856 6,092,537



業務費用計算書
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
(自 平成31年 4月 1日) (自 令和 2年 4月 1日)
(至 令和 2年 3月31日) (至 令和 3年 3月31日)

人件費 43,744 43,547

賞与引当金繰入額 3,214 3,171

退職給付引当金繰入額 3,054 5,207

恩給給付費 31 21

恩給引当金繰入額 7,371 22,513

補助金等 65,244 15,795,620

委託費等 130,688 141,961

独立行政法人運営費交付金 40,615 48,812

政党助成費 31,777 31,794

交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入 15,372,244 14,469,609

庁費等 90,200 116,056

その他の経費 1,856 996

減価償却費 21,208 22,109

貸倒引当金繰入額 54 12

資産処分損益 127 1

出資金評価損 1,399,402 -

本年度業務費用合計 17,210,838 30,701,436



資産・負債差額増減計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 平成31年 4月 1日) (自 令和 2年 4月 1日)
(至 令和 2年 3月31日) (至 令和 3年 3月31日)

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 2,376,419 2,557,499

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 17,210,838 △ 30,701,436

Ⅲ　財源 16,661,646 32,631,323

　　主管の財源 73,937 76,068

　　配賦財源 16,587,709 32,555,255

Ⅳ　無償所管換等 △ 4,382 2,712

Ⅴ　資産評価差額 734,654 265,257

Ⅵ　本年度末資産・負債差額 2,557,499 4,755,356



区分別収支計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 平成31年 4月 1日) (自 令和 2年 4月 1日)
(至 令和 2年 3月31日) (至 令和 3年 3月31日)

Ⅰ　業務収支

１　財源

主管の収納済歳入額 73,507 76,057

配賦財源 16,587,709 32,555,255

財源合計 16,661,216 32,631,312

２　業務支出

(1)業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 53,300 △ 52,528

恩給給付費 △ 191,006 △ 158,808

補助金等 △ 65,244 △ 15,795,620

委託費等 △ 130,688 △ 141,961

独立行政法人運営費交付金 △ 40,615 △ 48,812

政党助成費 △ 31,777 △ 31,794

交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入 △ 16,032,440 △ 16,256,243

庁費等の支出 △ 114,117 △ 142,107

その他の支出 △ 1,856 △ 996

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 16,661,048 △ 32,628,874

(2)施設整備支出

立木竹に係る支出 △ 0 -

建物に係る支出 △ 24 △ 0

工作物に係る支出 △ 143 △ 260

航空機に係る支出 - △ 2,176

施設整備支出合計 △ 168 △ 2,438

業務支出合計 △ 16,661,216 △ 32,631,312

業務収支 - -

Ⅱ　財務収支

財務収支 - -

本年度収支 - -

翌年度歳入繰入 - -

本年度末現金・預金残高 - -



 

注 記 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 減価償却の方法等 

① 有形固定資産 

国有財産（公共用財産を除く）については、国有財産台帳の価格改定に適用される耐用年数に基づ 

く定率法(平成 19年 4月 1日以後に新築した建物は定額法)によっている。なお、残存価額まで到達 

している国有財産（公共用財産を除く）については、耐用年数を経過した翌会計年度から 5年間で備 

忘価格 1円まで均等償却を行っている。 

物品（美術品を除く）については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に定める耐用年数に

基づく定額法によっている。なお、残存価額まで到達している物品については、耐用年数を経過した

翌会計年度から 5年間で備忘価格 1円まで均等償却を行っている。 

② 無形固定資産 

ソフトウェアについては、開発費等の累計額を資産価額とし、利用可能期間（5 年）に基づく定額

法によっている。 

(2) 出資金の評価基準及び評価方法 

① 市場価格のあるもの 

会計年度末の市場価格に基づく時価法によって評価している。 

② 市場価格のないもの 

全て「国有財産法」の規定により政府出資等として管理されている出資金であり、会計年度末にお

ける国有財産台帳価格によって評価している。 

(3) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 貸倒引当金 

未収金のうち徴収停止等債権については全額、それ以外は債権の種類ごとに未収金の残高に過去 3

年間の貸倒実績率（過去 3年間の債権平均残高に対する過去 3年間の不納欠損の年間平均額の割合）

を乗じた額を計上している。 

  ② 賞与引当金 

6 月支給分の期末手当及び勤勉手当の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分

（期末手当及び勤勉手当の 6月支給分の 4/6）を計上している。 

③ 退職給付引当金 

退職手当に係る退職給付引当金については、自己都合による期末要支給額を、次の計算方法により

計上している。 

・基本額 … 勤続年数別の職員数 × 平均給与 × 自己都合退職手当支給率 

・調整額 … 「国家公務員退職手当法」第 6 条の 4に定められた区分別の職員数 × 想定され

る調整月額単価 × 60ヶ月 

国家公務員共済年金のうち、整理資源（昭和 34年 10月前の恩給公務員期間に係る給付分）に係る

引当金については、将来給付見込額の割引現在価値を計上している。 

「国家公務員災害補償法」に基づく補償のうち、遺族補償年金に係る引当金については、「支給率×

平均給与（平均給与上昇率を考慮）×割引率」により算出し、遺族特別給付金（年金）に係る引当金

については、「遺族補償年金に係る引当金の額×特別支給率」により算出した額を計上している。 

  ④ 恩給引当金 

恩給給付費に係る引当金については、将来給付見込額を受給者見込数、改定率見込、割引率を用い

て計算した額を計上している。 

(4) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 



 

② 退職給付引当金の算定において用いる平均給与上昇率及び割引率について 

  ・平均給与上昇率 ： 2.3％ 

  （令和元年財政検証で用いられている長期的な賃金上昇率から算出） 

  ・割  引  率 ： 3.9％ 

  （令和元年財政検証で用いられている長期的な運用利回りから算出） 

 

２ 偶発債務 

(1) 係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

（単位：百万円） 

訴訟の略称 請求金額 事件番号 訴訟の概要 

特別定額給付金の支給義

務付け等請求事件 
3  

大阪地裁 

令和 2 年（行ウ）第 60号 

被告大阪市に対して原告に係る特別

定額給付金の支給の義務付けを求め

るとともに、総務大臣及び総務省職員

らが大阪市長らに対して発出した通

知等により原告が特別定額給付金を

受給できなかった結果、原告が被った

精神的苦痛の慰謝を求めるもの。令和

3 年 4 月 27 日、大阪地裁は原告の請

求を却下、棄却（原告から控訴の見込

み）。 

政党略称異動届出不受理

国家賠償請求事件 
1  

東京高裁 

令和元年（行コ）第 167 号 

原告の公職選挙法に基づく衆議院比

例代表選出議員の選挙における略称

の異動届出について中央選挙管理会

が不受理としたこと及び原告の政党

助成法に基づく異動届出について総

務大臣が適法な届出と認められない

旨通知したことを不服として、国家賠

償を求めるもの。 

損害賠償請求事件 1 

岡山地裁 

令和 3 年（ワ）第 135号 

原告が、令和 2 年 10 月 25日執行の岡

山県知事選挙において、郵便等投票が

できなかったことを不服として、国家

賠償を求めるもの。 

在外日本人国民審査権確

認等請求事件 
1 

最高裁 

令和 2 年（行ツ）第 254 号 

最高裁 

令和 2 年（行ツ）第 255 号 

最高裁 

令和 2 年（行ツ）第 256 号 

最高裁 

令和 2 年（行ヒ）第 290 号 

最高裁 

令和 2 年（行ヒ）第 291 号 

最高裁 

令和 2 年（行ヒ）第 292 号 

次回の国民審査において、審査権を行

使することができる地位にあること

の確認（予備的に、次回の国民審査に

おいて原告らに審査権を行使させな

いことは違法であることの確認）及び

平成 29 年の国民審査において原告ら

に審査権を行使させなかったことに

伴う損害賠償を求めるもの。 

国家賠償請求事件 1 

東京地裁 

令和 2 年（ワ）第 32232 号 

原告は、令和 2 年 4 月 3 日付けで総務

省自治行政局住民制度課長が各都道

府県住民基本台帳担当部長等あてに

発出した通知により、損害を被ったと

して、国に対して、損害賠償を求めて

いるもの。現在公判中。 

その他 7件  請求金額 9 百万円 

(注１) 訴訟の見込、結果にかかわらず、令和 3 年 3 月 31 日現在の請求金額を記載している。 

（注２） 請求金額が百万円以上の件名を記載している。 

 

(2) その他主要な偶発債務 

独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構法第 20 条の規定に基づき、

次に掲げるものに係る独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構の債務を

保証している。 

① 郵便貯金として預入された貯金の払戻し及びその貯金の利子の支払 



 

② 旧簡易生命保険契約に基づく保険金、年金等の支払 

 

３ 翌年度以降支出予定額 

(1) 歳出予算の繰越し 

歳出予算の繰越しに係る翌年度の支出予定額 2,683,042百万円 

(2) 国庫債務負担行為 

国庫債務負担行為による翌年度以降に係る支出予定額 118,932百万円 

 

４ 追加情報 

(1) 出納整理期間 

出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計 

年度末の計数としている。 

 (2) 業務費用計算書における収益の計上 

 ・「資産処分損益」において、物品の処分益 59百万円が計上されている。 

(3) 表示科目の説明 

① 貸借対照表 

ア 資産の部 

・「未収金」には、返納金債権、損害賠償金債権及び電波利用料債権等を計上している。 

・「前払費用」には、自動車損害賠償責任保険料の既支払額のうち、契約期間が未経過の部分を計上

している。 

・「その他の債権等」には、交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入に係る未精算額及び財政投融

資特別会計特定国有財産整備勘定への前渡不動産を計上している。 

・「貸倒引当金」には、１(3)①により算定した、返納金債権、損害賠償金債権及び電波利用料債権

等に対する貸倒見積額を計上している。 

・「国有財産（公共用財産を除く）」には、国有財産台帳価格を計上している。 

・「土地」には、主に庁舎敷地を計上している。 

・「立木竹」には、主に庁舎敷地上の立木竹を計上している。 

・「建物」には、主に庁舎建物を計上している。 

・「工作物」には、主に庁舎建物に係る建物附属設備を計上している。 

・「航空機」には、航空機を計上している。 

・「物品」には、取得価格（見積価格）が 50 万円以上の物品（美術品については 300 万円以上）に

ついて、美術品を除く物品は取得価格（見積価格）から減価償却費相当額を控除した後の価額、

美術品は取得価格（見積価格）で計上している。 

・「無形固定資産」には、ソフトウェアについては取得に要した費用から減価償却費相当額を控除し

た後の価額、ソフトウェア仮勘定及び電話加入権については取得価格で計上している。 

・「出資金」には、国有財産として管理されている政府出資のうち、政策目的をもって保有している

ものを計上している。 

イ 負債の部 

・「未払金」には、児童手当、公務災害補償費及び未払恩給給付費を計上している。 

・「賞与引当金」には、6月支給の期末手当・勤勉手当に係る本会計年度分を計上している。 

・「退職給付引当金」には、退職手当のほか、整理資源及び国家公務員災害補償年金に係る引当金を

計上している。 

・「恩給引当金」には、恩給給付費に係る引当金を計上している。 

・「その他の債務等」には、交付税及び譲与税配付金特別会計への未繰入額及び東日本大震災復興特

別会計に引き継がれた退職給付引当金相当額を計上している。 

② 業務費用計算書 



 

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員等に係るもの（職員の

手当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該

当するもののうち国家公務員共済組合負担金等として支出した額に、児童手当の未払金や退職手当、

賞与及び国家公務員災害補償年金に関する引当金等の発生主義による調整を行ったものを計上して

いる。 

・「賞与引当金繰入額」には、6月支給の期末手当及び勤勉手当の支給見込額のうち当会計年度に帰属

する部分を計上している。 

・「退職給付引当金繰入額」には、退職給付支給時に退職給付引当金の取崩しを行い、年度末に当年度

末との差額を計上している。 

・「恩給給付費」には、「共済制度移行前の退職文官等」及び「旧軍人」並びに「その遺族」等に対す

る恩給給付費の支出済額に、未払恩給給付費や恩給引当金の発生主義による調整を行ったものを計

上している。 

・「恩給引当金繰入額」には、恩給等の支給時に恩給引当金の取崩しを行い、年度末に当年度末との差

額を計上している。 

・「補助金等」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2 条第 1 項で規定する補

助金等に該当するものを計上している。 

・「委託費等」には、委託費、交付金（運営費交付金及び国有資産所在市町村交付金を除く）、分担金

及び拠出金を計上している。 

・「独立行政法人運営費交付金」には、国立研究開発法人情報通信研究機構及び独立行政法人統計セン

ターに対する運営費交付金を計上している。 

・「政党助成費」には、「政党助成法」に基づき交付の対象となる政党に対しての交付金を計上してい

る。 

・「交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入」には、「区分別収支計算書」の「交付税及び譲与税配

付金特別会計への繰入」に、「地方交付税法等の一部を改正する法律」（令和 3 年法律第 8 号）第 1

条の規定による改正前の「地方交付税法」（以下「旧地方交付税法」という。）附則第 4 条の 2 第 4

項の規定に基づき後年度の地方交付税交付金の総額に加算することとされている額の単年度減少額

並びに旧地方交付税法附則第 4 条の 2第 5 項及び第 6項の規定に基づき後年度の地方交付税交付金

の総額から減額することとされている額の単年度減少額の合算額を加算して計上している。 

・「庁費等」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当するもののうち、他の科目

で計上されていないものであって、資産計上されていないものを計上している。 

・「その他の経費」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当するもの並びに単独の

科目で表示するには金額の少ないもの等を計上している。 

・「減価償却費」には、有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上している。 

・「貸倒引当金繰入額」には、債権等の貸倒れに伴う費用及び損失の見込額のうち、当会計年度に係る

額を計上している。 

・「資産処分損益」には、出資金、有形固定資産及び無形固定資産の除却等の処分に伴い生じた損益を

計上している。 

・「出資金評価損」には、前年度における日本郵政株式会社の出資金の強制評価減による損失を計上し

ている。 

③ 資産・負債差額増減計算書 

・「前年度末資産・負債差額」には、前会計年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上して

いる。 

・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。 

・「主管の財源」には、許可及び手数料、電波利用料収入等を計上している。 

・「配賦財源」には、業務支出の合計（支出済歳出額）と主管の収納済歳入額との差額を計上してい

る。 



 

・「無償所管換等」には、省庁間等の無償所管換等を計上している。 

・「資産評価差額」には、出資金の評価差額（強制評価減に係るものを除く）及び国有財産の台帳価

格の改定に伴う評価差額を計上している。 

・「本年度末資産・負債差額」には、本会計年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上して

いる。 

④ 区分別収支計算書 

ア 業務収支 

・「主管の収納済歳入額」には、総務省主管の収納済歳入額を計上している。 

・「配賦財源」には、業務支出の合計（支出済歳出額）と主管の収納済歳入額との差額を計上してい

る。 

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員等に係るもの（職員

の手当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費・委託費」

に該当するもののうち国家公務員共済組合負担金等として支出した額を計上している。 

・「恩給給付費」には、「共済制度移行前の退職文官等」及び「旧軍人」並びに「その遺族」等に対

する恩給給付費の支出済額を計上している。 

・「補助金等」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2条第 1項で規定する

補助金等に該当する支出額を計上している。 

・「委託費等」には、委託費、交付金（運営費交付金及び国有資産所在市町村交付金を除く）、分担

金及び拠出金を計上している。 

・「独立行政法人運営費交付金」には、国立研究開発法人情報通信研究機構及び独立行政法人統計セ

ンターに対する運営費交付金を計上している。 

・「政党助成費」には、「政党助成法」に基づき交付の対象となる政党に対しての交付金を計上して

いる。 

・「交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入」には、「特別会計に関する法律」の規定に基づく地

方交付税交付金、地方特例交付金及び借入金等の利子の財源として交付税及び譲与税配付金特別

会計への繰入額を計上している。 

・「庁費等の支出」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当する支出のうち、

施設整備支出に計上されないもので他の科目で計上されていないものを計上している。 

・「その他の支出」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当する支出並びに単独

の科目で表示するには金額の少ないもの等を計上している。 

・「立木竹に係る支出」には、前会計年度において立木竹取得に係る支出を計上している。 

・「建物に係る支出」には、主に庁舎建物に係る支出を計上している。 

・「工作物に係る支出」には、主に庁舎建物における建物附属設備に係る支出を計上している。 

・「航空機に係る支出」には、回転翼航空機に係る支出を計上している。 

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。 

(4) その他省庁の財務内容を理解するために特に必要と考えられる情報 

① 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。 

② 百万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「-」で表示している。 

③ 旧地方交付税法附則第 4 条の 2 第 1項の規定により、令和３年度以降の各年度分の地方交付税交付

金の総額は、当分の間、同法第 6条第 2項の規定により算定した額に 15,400百万円を加算した額と

することとされている。したがって、「当分の間」とされていることから全体の金額を確定すること

ができないため、交付税及び譲与税配付金特別会計への未繰入額には含まれていない。 

④ 新型コロナウイルス感染症対策として定額給付金給付事業に係る助成費 12,770,238百万円、地方公

共団体の新型コロナ対応における取組を支援するための交付金 2,614,470 百万円を当年度の業務費

用計算書の補助金等及び区分別収支計算書の補助金等に計上している。 

 



 

附属明細書 

 

１ 貸借対照表の内容に関する明細 

(1) 資産項目の明細 

① 未収金の明細 

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

返納金債権 恩給受給者等 277

損害賠償金債権 恩給受給者等 249

電波利用料債権 無線局の免許人 4,002

延滞金債権 恩給受給者等 103

その他 11

合計 4,644  

 

② その他の債権等の明細 

（単位：百万円）

債権の種類 相手先 本年度末残高 債権の内容等

交付税及び譲与税配付金特別会
計への繰入に係る未精算額

交付税及び譲与税配付金特別
会計

4,177,517

「旧地方交付税法」附則第4条の2第5
項及び第6項の規定に基づき後年度の

地方交付税交付金の総額から減額する

こととされている額
財政投融資特別会計特定国有財
産整備勘定への前渡不動産

財政投融資特別会計特定国有
財産整備勘定

884
新施設の引渡しを受けていないが、旧
施設を相手先に引き継いだもの

合計 4,178,402  
 

③ 貸倒引当金の明細 

（単位：百万円）

前年度末残高 本年度増減額 本年度末残高 前年度末残高 本年度増減額 本年度末残高

未収金 4,584 60 4,644 19 2 22

徴収停止等債権 - - - - - -

履行期限到来等債権 4,295 82 4,377 19 2 22

上記以外の債権 289 △ 21 267 - - -

合計 4,584 60 4,644 19 2 22

区分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

摘要

　徴収停止等債
権については全

額、それ以外は

債権の種類ごと

に未収金の残高

に過去3年間の

貸倒実績率（過

去3年間の債権

平均残高に対す

る過去3年間の

不納欠損の年間

平均額の割合）

を乗じた額を計

上している。
 

 

 



 

④ 固定資産の明細 

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額
本年度減価

償却額

評価差額
（本年度発生

分）
本年度末残高

（有形固定資産）

国有財産（公共用財産を除く） 163,782 2,823 352 2,647 6,207 169,812

行政財産 163,734 2,490 17 2,647 6,201 169,761

土地 130,786 - 2 - 6,204 136,987

立木竹 108 - - - △ 2 106

建物 26,991 7 - 1,367 - 25,631

工作物 5,656 306 14 1,135 - 4,812

航空機 192 2,176 - 145 - 2,223

普通財産 47 332 334 - 5 50

土地 47 332 334 - 5 50

建物 0 - - - - 0

工作物 0 0 0 - - 0

物品 66,806 20,797 - 14,278 - 73,325

物品（美術品を除く） 66,781 20,797 - 14,278 - 73,301

美術品 24 - - - - 24

小計 230,589 23,620 352 16,926 6,207 243,138

（無形固定資産）

ソフトウェア 12,697 11,076 - 5,183 - 18,590

ソフトウェア仮勘定 3,899 970 3,899 - - 970

電話加入権 83 0 - - - 84

小計 16,679 12,046 3,899 5,183 - 19,644

合計 247,269 35,667 4,251 22,109 6,207 262,782  

 

⑤ 出資金の明細 

ア 出資金の増減の明細 

（単位：百万円）

法人名等 前年度末残高
評価差額の

戻入
本年度増加額 本年度減少額

評価差額（本
年度発生分）

強制評価減 本年度末残高

○特殊会社

日本郵政株式会社 1,268,550 - - - 211,500 - 1,480,050

○独立行政法人

情報通信研究機構

（一般勘定） 60,458 21,234 - 393 △ 10,343 - 70,956

郵便貯金簡易生命保険管理・
郵便局ネットワーク支援機構

（郵便貯金勘定） 22,553 △ 16,253 - - 52,335 - 58,635

（簡易生命保険勘定） 36,510 △ 35,810 - - 36,386 - 37,086

合計 1,388,072 △ 30,828 - 393 289,879 - 1,646,728  

 

イ 市場価格のある出資金の時価等の明細 

 

(単位：百万円）

銘柄 株式数 取得原価 時価
貸借対照表

計上額

日本郵政株式会社 1,500,000,100株 1,268,550 1,480,050 1,480,050

合計 1,500,000,100株 1,268,550 1,480,050 1,480,050

（注）日本郵政株式会社株式は令和元年度において強制評価減（1,399,402百万円）
を実施している

 



 

ウ 市場価格のない出資金の純資産額等の明細 

(単位：百万円）

出資先
資産
(A)

負債
(B)

純資産額
(C=A-B)

資本金
(D)

一般会計から
の出資累計額

(E)

出資割合
(F=E/D) %

純資産額に
よる算出額

(G=C×F)

貸借対照表計
上額（国有財

産台帳価格）
使用財務諸表

○独立行政法人

情報通信研究機構

（一般勘定） 139,503 68,547 70,956 81,299 81,299 100.00% 70,956 70,956 法定財務諸表

郵便貯金簡易生命保険
管理・郵便局ネット

ワーク支援機構

（郵便貯金勘定） 1,140,180 1,081,544 58,635 6,300 6,300 100.00% 58,635 58,635 法定財務諸表

（簡易生命保険勘定） 3,851,537 3,814,450 37,086 700 700 100.00% 37,086 37,086 法定財務諸表

合計 5,131,221 4,964,542 166,678 88,299 88,299 - 166,678 166,678  

 

 

 

(2) 負債項目の明細 

① 未払金の明細 

    

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

児童手当 職員 34

公務災害補償費 遺族及び職員（退職者を含む） 7

未払恩給給付費 恩給受給者等 32,080

合計 32,122  

 

② 退職給付引当金の明細   

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度取崩額 本年度増加額 本年度末残高

退職手当に係る引当金 45,934 4,563 5,111 46,482

整理資源に係る引当金 8,698 1,195 137 7,640

国家公務員災害補償年金に係
る引当金

491 29 △ 23 438

合計 55,123 5,788 5,226 54,561

（注1）退職手当に係る引当金の本年度取崩額4,563百万円のうち21百万円は、令和2年度
において東日本大震災復興特別会計に職員が異動したことによる減少額である。

（注2）退職手当に係る引当金の本年度増加額5,111百万円のうち19百万円は、令和2年度

において東日本大震災復興特別会計から一般会計に職員が異動したことによる増加額であ

る。  

 

③ 恩給引当金の明細 

  

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度取崩額 本年度増加額 本年度末残高

恩給給付費に係る引当金 645,311 151,793 22,513 516,031

合計 645,311 151,793 22,513 516,031  

 



 

④ その他の債務等の明細 

  

（単位：百万円）

債務の種類 相手先 本年度末残高 債務の内容等

交付税及び譲与税配付金特
別会計への未繰入額

交付税及び譲与税配付金
特別会計

731,100

「旧地方交付税法」附則第4条の2
第4項の規定に基づき後年度の地

方交付税交付金の総額に加算する

こととされている額

東日本大震災復興特別会計
への総務省一般会計が負担

する退職給付引当金相当額

東日本大震災復興特別会
計

193

東日本大震災復興特別会計におい
て計上している退職給付引当金の

うち、総務省一般会計が負担する

退職給付引当金相当額

合計 731,293

（注）旧地方交付税法附則第4条の2第1項の規定により、令和3年度以降の各年度分の地方交付税交付金の総
額は、当分の間、同法第6条第2項の規定により算定した額に15,400百万円を加算した額とすることとされて

いる。したがって、「当分の間」とされていることから全体の金額を確定することができないため、交付税

及び譲与税配付金特別会計への未繰入額には含まれていない。
 

 

２ 業務費用計算書の内容に関する明細 

(1) 組織別の業務費用の明細 

（単位：百万円）

総務本省
管区行政評価

局
総合通信局

公害等調整委
員会

消防庁 合計

人件費 28,637 5,064 8,080 385 1,379 43,547

賞与引当金繰入額 1,805 437 766 38 122 3,171

退職給付引当金繰入額 5,207 - - - - 5,207

恩給給付費 21 - - - - 21

恩給引当金繰入額 22,513 - - - - 22,513

補助金等 15,788,167 - - - 7,452 15,795,620

委託費等 141,842 - - - 119 141,961

独立行政法人運営費交付金 48,812 - - - - 48,812

政党助成費 31,794 - - - - 31,794

交付税及び譲与税配付金特別会計へ
の繰入

14,469,609 - - - - 14,469,609

庁費等 109,017 1,010 1,284 55 4,688 116,056

その他の経費 410 229 93 27 234 996

減価償却費 11,207 2 2,967 3 7,929 22,109

貸倒引当金繰入額 8 - 3 - - 12

資産処分損益 1 - 0 - - 1

本年度業務費用合計 30,659,058 6,744 13,195 510 21,926 30,701,436  



 

(2) 補助金等の明細 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

＜補助金＞

社会保障・税番号制度シス
テム整備費補助金

地方公共団体 17,417

「行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律」による社会保障・税
番号制度の導入に係る地方公共団体の情報システ
ムの整備に要する経費に対する補助

個人番号カード交付事業費
補助金

市町村 54,388

「行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律に規定する個人番号、
個人番号カード、特定個人情報の提供等に関する
省令」第35条第1項等に基づき、「地方公共団体情
報システム機構」（以下「機構」という。）に、
個人番号通知書・個人番号カード関連事務を行わ
せることとした市町村（特別区を含む。）が、
「同省令」第37条第1項等の規定により機構に交付
する交付金に対する補助
（「デジタル手続法」による改正（令和2年5月25
日施行）前の番号法第7条に基づく通知カードに関
するものを含む。）

個人番号カード交付事務費
補助金

市町村 24,468

個人番号カードの交付事業に伴う市町村（特別区
含む。）の実施事務に必要な経費に対する補助

個人番号カード利用環境整
備費補助金

地方公共団体、民間団体 5,825

消費税率の引上げに伴う反動減対策として2020年
度に実施を予定しているマイナンバーカードを活
用した消費活性化策の実施に向けた環境整備事務
に必要な経費に対する補助

マイナポイント事業費補助
金

地方公共団体、民間団体 69,047

マイナポイント事業（マイナンバーカードを活用
した消費活性化策等）の実施に要する経費に対す
る補助

デジタル基盤改革支援補助
金

地方公共団体情報システ
ム機構

178,788

地方公共団体情報システム機構に、各地方公共団
体がデジタル基盤改革（自治体情報システムの標
準化・共通化、オンライン手続の推進（マイナ
ポータル）、次期自治体情報セキュリティクラウ
ドへの移行）を計画的に取り組むためのデジタル
基盤改革支援基金を造成し、活用するための補助

医療研究開発推進事業費補
助金

国立研究開発法人日本医
療研究開発機構

476

個人の健康・医療・介護情報をポータブルかつ効
率的に管理できる情報連携技術のモデル研究に要
する経費に対する補助

情報通信技術研究開発推進
事業費補助金

国立研究開発法人情報通
信研究機構

1,390

サイバーセキュリティ演習等業務に要する経費の
国立研究開発法人情報通信研究機構に対する補助

革新的情報通信技術研究開
発推進基金補助金

国立研究開発法人情報通
信研究機構

30,000

「国立研究開発法人情報通信研究機構法」（平成
11年法律第162号）附則第12条第1項に基づく、
Beyond 5Gを実現する革新的な情報通信技術の創出
を集中的に推進するための研究開発及びこれに附
帯する業務を実施するための基金を国立研究開発
法人情報通信研究機構に造成することを目的とし
た同機構に対する補助

国立研究開発法人情報通信
研究機構施設整備費補助金

国立研究開発法人情報通
信研究機構

89
国立研究開発法人情報通信研究機構の研究施設の
整備に要する経費に対する補助

情報通信技術利活用事業費
補助金

地方公共団体等 280

・地域が抱える様々な課題の解決や地域活性化・
地方創生を目的として、ICTを活用した分野横断的
なスマートシティ型の街づくりに取り組む地方公
共団体等の初期投資・継続的な体制整備等にかか
る経費（機器導入、システム構築及び体制整備に
向けた協議会開催等にかかる費用）の一部を補助
・IoT実装モデルの普及展開を推進するため、IoT
実装に取り組む地域に対して、初期投資・連携体
制の構築等にかかる経費に対する補助

情報通信利用促進支援事業
費補助金

国立研究開発法人情報通
信研究機構
民間団体等

475

情報通信利用促進支援に要する経費の国立研究開
発法人情報通信研究機構及び民間団体等に対する
補助

沖縄北部連携促進特別振興
事業費補助金

市町村等 643
北部地域の更なる連携を促進するための振興事業
に要する経費に対する補助

 



 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

放送ネットワーク整備支援
事業費補助金

地方公共団体等 3,235

被災情報や避難情報など、国民の生命・財産の確
保に不可欠な情報を確実に提供するため、災害発
生時に地域において重要な情報伝達手段となる放
送ネットワークの強靱化を実現するために必要な
経費に対する補助

放送ネットワーク施設等災
害復旧事業費補助金

市町村等 4

平成30年7月豪雨等において被災したケーブルテレ
ビ網等の復旧を支援するため、災害復旧事業に必
要な経費に対する補助

無線システム普及支援事業
費等補助金

地方公共団体
公益社団法人移動通信基
盤整備協会
民間団体

11,819

電波が遮へいされること及び異なる2以上の電波に
より影響が生じることにより携帯電話等の無線通
信の受信に生ずる障害に対策を講ずるとともに、
無線通信の利用可能な地域及び放送の受信可能な
地域の拡大又は放送の円滑な実施を図ること、経
済的困難その他の事由により地上系によるデジタ
ル方式のテレビジョン放送の受信が困難な者に対
する対策を講ずること並びにラジオ放送の難聴解
消のために行われる中継局整備の円滑な実施を図
ること等を目的とし、それらに係る対策事業に要
する経費の全部または一部の補助

電波利用技術調査費補助金
国立研究開発法人情報通
信研究機構

325

「電波法」（昭和25年法律第131号）第103条の2第
4項第12号に基づき、電波の能率的な利用を確保
し、又は電波の人体等への悪影響を防止するため
に行う周波数の使用又は人体等の防護に関するリ
テラシーの向上のための活動に必要な経費に対す
る補助

旧日本赤十字社救護看護婦
処遇費等補助金

民間団体 113

民間団体が実施する旧日本赤十字社救護看護婦及
び旧陸海軍従軍看護婦に対する慰労給付金の支給
等に必要な経費に対する補助

特別定額給付金給付事業費
補助金

市町村等 12,679,022

市町村（特別区を含む。以下同じ。）を事業主体
として、新型コロナウイルス感染拡大防止に留意
しつつ、簡素な仕組みで迅速かつ的確に家計への
支援を行うことを目的とし、申請・受給権者から
の給付の申請を受けて、市町村が特別定額給付金
を給付した場合において、市町村が当該請求に応
じて支払う金額に対する補助

特別定額給付金給付事務費
補助金

市町村等 91,216

特別定額給付金給付事業に伴う都道府県及び市町
村（特別区を含む。）の実施事務に必要な経費に
対する補助

緊急消防援助隊設備整備費
補助金

地方公共団体 5,197

大規模災害や特殊災害等に対応する緊急消防援助
隊の活動に必要な消防防災設備の整備に要する経
費に対する補助

消防・救急体制整備費補助
金

地方公共団体 479

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大
会における消防・救急体制の充実強化のため、NBC
等テロ対策資機材の整備等に必要な経費に対する
補助

消防防災施設整備費補助金 地方公共団体、民間団体 1,098

地方公共団体の消防防災施設（耐震性貯水槽、高
機能消防指令センター総合整備事業等）の整備に
要する経費に対する補助

消防団設備整備費補助金 市町村等 501

消防団の災害対応能力の向上を図るため、救助用
資機材等の整備に要する経費に対する補助

＜負担金＞

国民保護訓練費負担金 地方公共団体 39

「武力攻撃事態等における国民の保護のための措
置に関する法律」第168条第2項に基づき、同法第
42条第1項の規定により指定行政機関の長又は指定
地方行政機関の長が地方公共団体の長等と共同し
て行う訓練に係る費用で第164条の規定により地方
公共団体が支弁したものについては、政令で定め
るものを除き、国が負担

緊急消防援助隊活動費負担
金

地方公共団体 136

「消防組織法」第49条第1項に基づき、同法第44条
第5項による消防庁長官の指示を受けて出動した緊
急消防援助隊の活動により増加し、又は新たに必
要となる費用のうち、「緊急消防援助隊に関する
政令」第5条に定めるものについては、国が負担

 



 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

＜交付金＞

地域経済循環創造事業交付
金

地方公共団体 446

地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大き
い地域密着型事業の立ち上げを支援するため、民
間事業者等が事業化段階で必要となる経費につい
て、地方公共団体が助成を行う場合、その助成に
要する経費の一部を交付

過疎地域等自立活性化推進
交付金

市町村等 625

・過疎地域の活性化を推進することを目的とし
て、過疎市町村等が過疎地域における喫緊の諸問
題に対応するために取り組むソフト事業に対して
交付
・過疎地域の自立促進を推進するための集落整備
事業等に要する経費に対して交付
・過疎地域の自立促進を推進するための遊休施設
の再整備に要する経費に対して交付
・過疎集落等を対象に、集落の維持・活性化を図
るため、基幹集落を中心として複数の集落で構成
される集落ネットワーク圏における日常生活支援
機能の確保や地域産業の振興に取り組む事業に対
して交付

日本放送協会交付金 特殊法人日本放送協会 3,594

「放送法」第65条第1項の規定に基づき、NHKに対
して、必要な事項を指定して、国際放送を行うこ
とを要請し、費用は、「放送法」第67条第1項の規
定に基づき、国が負担

特定地域づくり事業推進交
付金

地方公共団体 1

「地域人口の急減に対処するための特定地域づく
り事業の推進に関する法律」（令和元年法律第64
号）に基づく特定地域づくり事業協同組合の運営
費を支援するため、地方公共団体が支援を行う場
合、その支援に要する経費の一部を交付

新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

地方公共団体 2,614,470

新型コロナウイルスの感染拡大を防止するととも
に、感染拡大の影響を受けている地域経済や住民
生活を支援し地方創生を図るため、地方公共団体
が地域の実情に応じてきめ細やかに必要な事業を
実施できるよう交付

合計 15,795,620 　  

 

 

 

 

 

 



 

(3) 委託費等の明細 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

＜委託費＞

在外選挙人名簿登録事務委託
費

市区町村 13

「公職選挙法」第263条第4号の2及び「国会議
員の選挙等の執行経費の基準に関する法律」
第13条の3に基づく在外選挙人名簿登録事務の
委託

衆議院議員及参議院議員補欠
等選挙執行委託費

地方公共団体
特殊法人日本放送協会
民間企業等

168
令和2年度4月執行の衆議院議員補欠選挙の執
行事務の委託

社会保障・税番号制度システ
ム開発等委託費

民間団体 4,491

・「情報通信技術の活用による行政手続等に
係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の
簡素化及び効率化を図るための行政手続等に
おける情報通信の技術の利用に関する法律等
の一部を改正する法律」（令和元年法律第16
号）による改正後の住民基本台帳法等に基づ
き、国外転出後も利用可能な戸籍の附票を個
人認証の基盤とし、国外転出者によるマイナ
ンバーカード・公的個人認証（電子証明書）
の利用を可能とするための基盤整備に関する
業務の委託
・総務省において構築する住民情報バック
アップデータ保管機能及び証明発行機能を有
するクラウド型バックアップセンターを活用
し、住民票の写し等各種証明書のコンビニ交
付サービス未導入の団体を対象として、当該
サービスの実証実験・効果検証を実施するた
めの委託

情報通信技術研究開発委託費 民間企業等 5,624
情報通信技術の高度化のための研究開発を民
間団体等へ委託

南極地域観測委託費
国立研究開発法人情報通信
研究機構

15
南極地域観測事業における観測、調査を実施
するための委託

情報通信技術研究開発推進委
託費

民間企業等
国立研究開発法人情報通信
研究機構

73

・情報通信分野における研究開発課題を広く
公募し、優れた課題について研究開発を委託
・国立研究開発法人情報通信研究機構に情報
通信分野における基礎研究等を委託

電気通信利用環境整備推進委
託費

民間団体等 128

「特定電子メールの送信の適正化等に関する
法律」に基づく迷惑メール対策に不可欠な国
内外の最新の実態等を的確に把握・分析する
業務等を、民間団体等へ委託

電波利用技術研究開発等委託
費

民間企業等
国立研究開発法人情報通信
研究機構

18,343

・周波数を効率的に利用する技術、周波数の
共同利用を促進する技術又は高い周波数への
移行を促進する技術としておおむね5年以内に
開発すべき技術に関する無線設備の技術基準
の策定に向けた研究開発及び電波の安全性に
関する評価技術の確立に係り調査研究を委託
・周波数標準値の設定、標準電波の発射及び
標準時の通報に関する業務の委託
・電波伝搬の観測・分析の推進及び高度化に
関する業務の委託

平和祈念事業委託費 民間企業等 381

旧独立行政法人平和祈念事業特別基金から引
き継いだ資料の整理、保管及び活用に要する
経費

統計調査地方公共団体委託費 地方公共団体 64,413

・国民の就業、不就業の状態を各月ごとに明
確に把握し、失業対策その他各種行政施策の
基礎資料を得るための労働力調査やその他、
各種人口・経済の経常調査を委託
・我が国の現況を全国及び地域別、かつ、詳
細に調査することにより国及び地方のきめ細
かい各種行政施策の基礎資料を得るための周
期統計調査を委託

統計調査業務地方公共団体委
託費

地方公共団体 69

統計調査員の確保を図るため公募登録制度及
び調査に必要な知識を付与するための研修等
に要する経費

統計調査事務地方公共団体委
託費

都道府県 9,395

「地方統計機構整備要綱」（昭和22年7月11日
閣議決定）に基づく統計調査に従事する地方
公共団体の統計専任職員に要する経費

消防防災技術研究開発委託費 民間団体等 119
消防防災技術研究開発の推進を図るための技
術開発の委託  



 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

＜交付金＞

国有提供施設等所在市町村
助成交付金

東京都
市町村

29,140

「国有提供施設等所在市町村助成交付金に関す
る法律」第1項の規定に基づき、国は、その所有

する固定資産のうち、「日本国とアメリカ合衆

国との間の相互協力及び安全保障条約第6条に基

づく施設及び区域並びに日本国における合衆国

軍隊の地位に関する協定の実施に伴う国有の財

産の管理に関する法律」第2条の規定により使用

させている固定資産並びに自衛隊が使用する飛

行場及び演習場並びに弾薬庫、燃料庫及び通信

施設の用に供する固定資産で政令で定めるもの

が所在する市町村等に対し、毎年度、予算で定

める金額の範囲内において、政令で定めるとこ

ろにより、当該固定資産の価格、当該市町村等

の財政の状況等を考慮して、助成交付金を交付

施設等所在市町村調整交付
金

東京都
市町村

7,400

「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及
び安全保障条約第6条に基づく施設及び区域並び

に日本国における合衆国軍隊の地位に関する協

定」第2条第1項の施設及び区域（以下「施設

等」という。）が所在する市町村等に対し、米

軍資産に係る税制上の特例措置等により施設等

所在市町村が受ける税財政上の影響を考慮し

て、毎年度、予算で定める金額の範囲内におい

て調整交付金を交付

＜分担金＞

国際行政学会等分担金 国際行政学会等 9 国際行政学会等への分担金

アジア地域行政会議等分担
金

国際都市・地方政府連合
世界組織及びアジア太平

洋支部等

1
国際都市・地方政府連合世界組織及びアジア太
平洋支部等への分担金

国際電気通信連合分担金 国際電気通信連合 860 国際電気通信連合への分担金

政府開発援助国際電気通信
連合等分担金

国際電気通信連合等 234
国際電気通信連合等への分担金

政府開発援助万国郵便連合
分担金

万国郵便連合 40
万国郵便連合への分担金

万国郵便連合等分担金 万国郵便連合等 222 万国郵便連合等への分担金

政府開発援助国連アジア統
計研修援助計画分担金

国際連合アジア太平洋経
済社会委員会

204
国際連合アジア太平洋経済社会委員会への分担
金

＜拠出金＞

経済協力開発機構拠出金 経済協力開発機構事務局 73 経済協力開発機構への拠出金

国際電気通信連合等拠出金 国際電気通信連合 101 国際電気通信連合への拠出金

政府開発援助アジア・太平
洋電気通信共同体等拠出金

アジア・太平洋電気通信
共同体

175
アジア・太平洋電気通信共同体への拠出金

万国郵便連合拠出金 万国郵便連合 243 万国郵便連合への拠出金

国際連合統計協力拠出金 国際連合事務局 16 国際連合事務局への拠出金

合計 141,961  
 

(4) 独立行政法人運営費交付金の明細 

（単位：百万円）

相手先 金額 支出目的

国立研究開発法人情報通信研究機構 40,176
「独立行政法人通則法」第46条の規定により、独立行政法人の業務
の財源に充てるために必要な金額の交付

独立行政法人統計センター 8,636 同上

合計 48,812  



 

３ 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細 

(1) 財源の明細 

①  主管の財源の明細 

（単位：百万円）

款 項 相手先 金額

国有財産利用収入 国有財産貸付収入 建物等借受者等 150

納付金 雑納付金 独立行政法人 376

諸収入 許可及手数料 無線局の免許人等 1,409

諸収入 弁償及返納金 地方公共団体等 1,543

諸収入 電波利用料収入 無線局の免許人 72,111

諸収入 雑入 地方公共団体等 476

合計 76,068  

 

(2) 無償所管換等の明細 

（単位：百万円）

区分 相手先 金額 資産等の内容 所管換等の理由 備考

東日本大震災復興特別会計 △ 0 退職給付引当金
復興庁との職員異動に伴う引当
金所管換

国土交通省等 37 建物・工作物
他省庁予算にて施設整備したも
の

財政投融資特別会計特定国有財産整
備勘定

119 その他の債権等

財政投融資特別会計特定国有財
産整備勘定への前渡不動産の前

年度末残高との差額

小計 155

財務省一般会計 △ 4 工作物 財務省へ所管換

財務省一般会計 △ 335 土地 財務省へ引継ぎ

財務省一般会計 △ 0 工作物 財務省へ引継ぎ

東日本大震災復興特別会計 0 賞与引当金
復興庁との職員異動に伴う引当
金所管換

小計 △ 339

実測と帳簿の差額 － △ 1 土地

小計 △ 1

－ 14 工作物 誤謬訂正等による増

－ △ 14 工作物 誤謬訂正等による減

－ 2,897 物品 誤謬訂正等による増

小計 2,897

2,712合計

財産の無償所管換等
（受）

財産の無償所管換等
（渡）

誤謬訂正等

 

 

(3) 資産評価差額の明細 

  

（単位：百万円）

区分 評価差額の戻入 本年度発生額 本年度増減額 評価差額の発生原因

有形固定資産 - 6,207 6,207

国有財産（公共用財産を除く） - 6,207 6,207

行政財産 - 6,201 6,201

土地 - 6,204 6,204
国有財産台帳の価格改定に伴
う評価差額

立木竹 - △ 2 △ 2
国有財産台帳の価格改定に伴
う評価差額

普通財産 - 5 5

土地 - 5 5
国有財産台帳の価格改定に伴
う評価差額

出資金 △ 30,828 289,879 259,050

（市場価格のあるもの） - 211,500 211,500 時価評価に伴う評価差額

（市場価格のないもの） △ 30,828 78,379 47,550
国有財産台帳の価格改定に伴
う評価差額

合計 △ 30,828 296,086 265,257  

 

 

 



 

４ 区分別収支計算書の内容に関する明細 

(1) 財源の明細 

①  主管の収納済歳入額の明細 

（単位：百万円）

款 項 相手先 金額

国有財産利用収入 国有財産貸付収入 建物等借受者等 139

納付金 雑納付金 独立行政法人 376

諸収入 許可及手数料 無線局の免許人等 1,409

諸収入 弁償及返納金 地方公共団体等 1,550

諸収入 物品売払収入 民間企業 59

諸収入 電波利用料収入 無線局の免許人 72,045

諸収入 雑入 地方公共団体等 476

合計 76,057  



 

参考情報 

１． 総務省の所掌する業務の概要 

 

総務省は、行政運営の改善、地方行財政、選挙、消防防災、情報通信、郵政行政など、国家の基本的仕

組みに関わる諸制度、国民の経済・社会活動を支える基本的システムを所管し、国民生活の基盤に広く関

わる行政機能を担っている。 

総務省の官房・各局等の名称及び主な所掌事務 

官房・局の名称 主  な  所  掌  事  務 

大 臣 官 房 省全体の総合調整、政策評価、会計、情報公開・個人情報保護、広報、人事、福利厚

生に関すること 

行 政 管 理 局 行政制度一般の基本的事項の企画立案、行政機関の運営の企画・立案・調整、独立行

政法人・特殊法人の審査、独立行政法人の共通的制度の企画立案、行政機関が共用す

る情報システムの整備・管理、行政機関の個人情報保護・情報公開、独立行政法人等

の個人情報保護・情報公開、独立行政法人評価制度委員会 

行 政 評 価 局 政策評価の基本的事項の企画立案・事務の総括、政策評価（各府省の政策の統一的・

総合的・客観的な評価）の実施、各行政機関の業務の実施状況の評価・監視、政策評

価審議会、行政苦情の受付・あっせん、行政相談委員に関すること 

自 治 行 政 局 地方公共団体の組織・運営に関する制度、地方行政に関する政府内の調整、市町村合

併、地方における行政改革、住民基本台帳制度、地方自治に関する基本的な政策、地

域振興に関する政策、地方公共団体と郵便局の協力体制のあり方に関すること、地方

公共団体の情報化、地方公務員制度、選挙制度、政治資金制度 

自 治 財 政 局 地方財政制度、地方財政計画、地方交付税、地方債、当せん金付証票、公営競技、地

方公営企業、地方公共団体の財政の健全化、特定地域に対する財政措置、地方財政に

関する調査・研究・統計、地方公共団体の財政負担に関する関係行政機関等との調整 

自 治 税 務 局 地方税制度の企画及び立案、譲与税制度、交付金等制度に関すること、法定外普通税・

法定外目的税に係る協議及び同意等 

国 際 戦 略 局 ＩＣＴ（情報通信技術）分野のうち、技術に関するものの総合戦略の策定・推進、Ｉ

ＣＴ産業の国際競争力の強化、研究開発・標準化、宇宙の研究開発・利用、ＩＣＴ分

野における国際的取決め及び国際電気通信連合等との連絡、総務省の国際関係事務の

総括、ＩＣＴ分野における国際協力 

情報流通行政局 ＩＣＴ（情報通信技術）分野の総合戦略の策定・推進（技術に関するものを除く）、

情報通信施設の整備促進、放送の普及・発達、ＩＣＴ利活用の促進・環境整備、コン

テンツ振興、情報リテラシーの向上、情報バリアフリー、郵政事業に関すること、郵

便等に関する国際的取決め及び万国郵便連合等との連絡、信書便事業の監督 

総合通信基盤局 電気通信事業の規律・競争促進、電気通信サービスにおける利用環境整備、情報通信

ネットワークの高度化、非常事態における重要通信の確保、周波数の割当て、電波の

監督管理・利用促進、電波利用料制度 

統 計 局 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の実施等、二次的統計の作成、統計の作

成・利用に必要な情報の収集・提供、総務省が実施する統計調査の調整 

政 策 統 括 官 総務省の所掌事務に関する総合的な政策の企画立案、統計・統計制度の企画立案、

統計調査の審査・調整・基準の設定、統計職員の養成の企画立案、国際統計事務の

統括、統計の発達及び改善（統計局の所掌に該当するものを除く。）、恩給制度の企

画立案、恩給を受ける権利の裁定、恩給の支給 

サイバーセキュ

リ テ ィ 統 括 官 

情報の電磁的流通におけるサイバーセキュリティの確保、情報の電磁的流通におけ

る個人情報の保護、総務省の所掌事務に関するサイバーセキュリティの確保に関す

る事務の総括 

公害等調整委員

会 

あっせん・調停・仲裁及び裁定による公害紛争の処理、鉱区禁止地域の指定、鉱業等

に係る行政処分に対する不服の裁定、土地収用法に基づく意見の申出等 

消 防 庁 消火の活動・救助活動・救急業務・火災予防・危険物などの消防に関する制度、消防

施設の強化拡充、消防職団員の教育訓練、緊急消防援助隊の出動要請など消防の広域

的な応援の実施、地震・風水害、原子力・コンビナート災害など各種災害対策、消防

防災分野の高度情報化、消防の科学技術に関する研究、国際消防救助隊の派遣、武力

攻撃事態等における国民の保護のための措置、消防・防災分野における国際協力 



 

２． 総務省の組織及び定員  

参事官

※令和２年度末までの時限

※うち一人は令和２年度末までの時限
秘書課

総務課

企画課

会計課

政策評価広報課

信書便事業課

[うち充て職1]

審議官 #

参事官 9

10
[充て職5]

貯金保険課

[充て職1]

公文書監理官

[うち充て職3]

（注１）政令職以上の組織を掲げた。

国際協力課

福利課

選挙部

部　長

選挙課

参事官

参事官 3

（26）

国際政策課

総務課

情報通信政策課 電気通信事業部技術政策課

料金サービス課

サイ バーセキュリティ

統括官

郵便課

企画課

部　長

管理課

公務員部

部　長

公務員課

（注３）特に必要がある場合は置くことができる。

政治資金課

評価監視官 7

行政相談管理官

管理官

行政情報ｼｽﾃﾑ企画課

企画調整課

(4,822)

政策評価課

局　　長

行政管理局

政策立案総括審議官

3

行政評価局

［事務局長１は充て職］

サイバーセキュリティ ・

情報化審議官

地域力創造審議官

(16)

［事務局長１は充て職］

情報公開・個人情報保護審査会

総務大臣

総務副大臣

総務大臣政務官

総務大臣補佐官

総務事務次官

（審議会等）

行政不服審査会

(注３)

大臣官房

総括審議官

(319)

官房長

総務大臣秘書官

総務審議官 (3)（注４）

企画課

自治財政局

市町村課

調整課

企画課

都道府県税課

総務課

局　　長

自治行政局 (216)

行政相談企画課

※事件ごとに総務大臣が任命

次　　長

総合通信基盤局(305)

電気通信紛争処理委員会

(111) 自治税務局

［事務局長１は充て職］

恩給審査会

政策評価審議会

情報通信審議会

(41)

情報通信政策研究所

統計研究研修所

自治大学校

(26)

(13)

(137)

統計委員会

独立行政法人評価制度委員会

国地方係争処理委員会

(244)

(8)

総務省の組織

情報通信行政・郵政行政審議会
官民競争入札等監理委員会

地方財政審議会

（令和２年４月１日現在）

(11)

(5)

（施設等機関）

2

3

総　　務　　省

住民制度課

行政課

局　　長 局　　長

財政課

(87)

電波監理審議会

国立研究開発法人審議会

［事務局長１は充て職］

（地方支分部局）

(39)

(173)

中央選挙管理会

自治紛争処理委員

管区行政評価局公害等調整委員会

（特別の機関） （外局）

政治資金適正化委員会

国際戦略局

局　　長

総務課

(164)

総務課

情報流通行政局

局　　長

(9)

電波部

地上放送課

[充て職1]

統計企画管理官

統計審査官

部　長

国際統計管理官

統計情報利用推進課

事業政策課

情報流通振興課

地域自立応援課

地域政策課 地方債課

公営企業課

固定資産税課 情報通信作品振興課宇宙通信政策課

電波環境課

移動通信課

電波政策課

基幹・衛星移動通信課

郵政行政部

交付税課 市町村税課

放送技術課 電気通信技術システム課

放送政策課

消防庁

沖縄行政評価事務所

(706)

消費統計課

国勢統計課

（149）

(19)

総合通信局 (1,168)

統計調査部

財務調査課

(458)

国際経済課 データ通信課

統計情報システム管理官

地域通信振興課

消費者行政第一課

局　　長

恩給企画管理官

政策統括官

[統計基準担当]

[恩給担当]

恩給業務管理官

統計局

局　　長

消防審議会

(313)

総務課

消防大学校

（注２）（　）内の数は、令和２年度末定員であり、特別職の数を含んでいる。

通信規格課

衛星・地域放送課

(39)沖縄総合通信事務所

3

事業所情報管理課

局　　長

（注４）うち一人は当分の間設置

経済統計課

部　長

調査企画課

参事官

消費者行政第二課

部　長

 

本省 特別職 21

4,610 事務次官 1 1官

総務審議官 3 3官

内部部局 官房 314

2,524 行政管理局 137 ２課10官(充職５）

行政評価局 244 ４課８官

自治行政局 216 ２部10課１官

自治財政局 111 ６課

自治税務局 87 ４課

国際戦略局 164 １次長７課

情報流通行政局 305 １部13課１官（充職1）

総合通信基盤局 313 ２部11課

統計局 458 １部７課１官

政策統括官 149 ７官

サイバーセキュリティ統括官 26 ３官

行政不服審査会事務局 11
情報公開・個人情報保護
審査会事務局

16

40 官民競争入札等監理委員会 5

電気通信紛争処理委員会
事務局

8 １官

施設等機関 自治大学校 13

80 情報通信政策研究所 26
統計研究研修所 41

特別の機関 政治資金適正化委員会事務局 9 事務局長

地方支分部局 管区行政評価局 725 行政評価支局、沖縄行政評価事務所、行政評価事務所を含む。

1,932 総合通信局 1,207 沖縄総合通信事務所を含む。

外局 公害等調整委員会 39 特別職４（委員長１、委員３）、一般職35

212 消防庁 173 内部部局136、施設等機関37

4,822
※　審議会等　…　地方財政審議会、行政不服審査会、情報公開・個人情報保護審査会、官民競争入札等監理委員会、独立行政法人評価制度委員会、

　　　　　　　　　国地方係争処理委員会、電気通信紛争処理委員会、電波監理審議会、統計委員会、恩給審査会、政策評価審議会、

参考 一般会計 4,822 （公調委を除くと 4,783 ）

　　　　　　　　　

令和３年３月末　現在

大臣１、副大臣２、政務官３、大臣補佐官１、地方財政審議会委員（常勤）５、大臣秘書官１、行政
不服審査会委員（常勤）３、情報公開・個人情報保護審査会事務局（常勤）５

官房長､総括審議官3､公文書監理官（充職1）、政策立案総括審議官1、サイバーセキュリティ・情報化審議官１、
地域力創造審議官1、審議官14(充職1)､参事官(総括整理職)9(充職3)､官房５課１官､審理官1
※秘書官（特別職）1、事務次官及び総務審議官3はそれぞれの項目に計上。

審議会等

総　　　　　　計

　　　　　　　　　情報通信審議会、情報通信行政・郵政行政審議会、国立研究開発法人審議会、消防審議会　

①定員令上は、上表定員から特別職24人を除く4,798人
※特別職24人 ＝ 本省の秘書官(1)を除く20人＋外局（公調委）４人
※本省の秘書官(1)については、総定員法第一条第二項第一号及び第二条の規定により、総定員法及び定員令の対象

②定員規則及び定員規程上の定員は、上記①から公調委（一般職）35人を除いた4,763人

（令和３年３月末 現在） 



 

３．総務省所管一般会計における会計・独立行政法人等の間の財政資金の流れ 

【交付税及び譲与税配付金特別会計】

・地方交付税交付金           16,030,634 百万円

・地方特例交付金　　        　  225,609 百万円

　 【独立行政法人（国立研究開発法人を含む）】

・補助金等　　　　　　　　　　   32,244 百万円

　 ・委託費等　　　　　　　　　　    7,259 百万円

・独立行政法人運営費交付金　     48,812 百万円

【地方公共団体・民間団体等】

・補助金等 15,763,376 百万円

 ・委託費等　　　　　　　　　　  134,701 百万円

　

総
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省
所
管
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計

 
 

４．令和 2年度一般会計の歳入歳出決算の概要 

 

（1） 歳 入 

歳入予算額 812億 51百万円に対し、収納済歳入額は、760億 57百万円であり、差引き 51億 93百万円

の減少となっている。 

収納済歳入額の主なものは、 

電波利用料収入・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・720億 45百万円 

返納金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15億 30百万円 

許可及び手数料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14億 09百万円 

である。 

 

（2） 歳 出 

歳出予算現額 35兆 6,743億 04百万円に対し、支出済歳出額は 32兆 6,313億 12百万円、翌年度繰越額

は 2兆 8,960億 35百万円であり、不用額は 1,469億 56百万円となっている。 

支出済歳出額の主なものは、 

交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入・・・・・・16兆 2,562億 43百万円 

内訳  地方交付税交付金                 16兆 0,306億 34百万円 

地方特例交付金                    2,256億 09百万円 

恩給関係費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1,595億 46百万円 

 科学技術振興費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 990億 62百万円 

その他の事項経費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 16兆 1,164億 60百万円 

 

 



 

 内訳  特別定額給付金給付事業費補助金     12兆 6,790億 22百万円 

     新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

                         2兆 6,144億 70百万円 

       その他                    8,229億 68百万円 

である。 

 

５．公債関連情報 

 

一般会計の公債の発行・管理は財務省の所掌する業務であるため、公債及び利払費等については財務省

に計上されている。しかし、各省庁の業務実施の財源の一部は公債で調達されていることから、各省庁の

負担と考えられる公債関連の計数を複数の仮定計算に基づき算定し、公債関連情報として開示している。

仮定計算に基づく数字であるため、各省庁の省庁別財務書類に負債計上するものではない。 

 

① 財務省において計上されている会計年度末の公債残高、当該年度に発行した公債額（借換債を除く。） 

及び当該年度の利払費は以下のとおりである。 

・会計年度末の公債残高                  9,160,908億円 

・当該年度に発行した公債額               1,085,539億円 

・当該年度の利払費                       58,005億円 

 

 

② 財務省において計上されている①の計数を公債発行対象経費及び歳出決算額の累計額等を基礎とし 

て各省庁に配分を行った場合、当省に配分される額は以下のとおりである。 

・会計年度末の公債残高のうち当省配分額               505,372億円 

  ・当該年度に発行した公債額のうち当省配分額          166,021億円 

 ・当該年度の利払費のうち当省配分額                    2,835億円 

 

 


	0801 00  【R02・総務省・一般会計】省庁別財務書類　表紙
	0801 01_貸借対照表ver2
	0801 02_業務費用計算書
	0801 03_資産・負債差額増減計算書
	0801 04_区分別収支計算書
	0801 05 【R02・総務省・一般会計】省庁別財務書類　注記、附属明細書、参考情報　百万単位_溶け込み ver6 
	(((　資産項目の明細
	(4(　独立行政法人運営費交付金の明細
	(2(　無償所管換等の明細
	(((　財源の明細
	① 　主管の収納済歳入額の明細
	参考情報
	１． 総務省の所掌する業務の概要


